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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第19期

第１四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 289,350 1,148,005

経常利益 (千円) 57,264 111,047

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(千円) 40,946 83,772

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 84,801 228,560

純資産額 (千円) 1,259,062 1,174,261

総資産額 (千円) 1,666,897 1,613,127

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 25.59 52.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 37.3 35.5

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．当社は、第18期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第18期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．当社は、2023年11月２日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っておりますが、第18期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報

告書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との

比較分析は行っておりません。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の５類への移行に伴い、海外

からの入国制限の緩和等もあり、社会経済活動の正常化が進み、雇用・所得環境に改善が見られ、個人消費の持

ち直しなどを受けて景気は緩やかな回復基調で推移しております。一方、世界的な金融引締め等が続く中、海外

景気の下振れが国内の景気を下押しするリスクとなっており、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注

意する必要があり、長期化するウクライナ情勢も世界経済の先行きを不透明にしております。

このような環境下において、当社は「世界的な視野を持った事業家たちが差別化された事業を通じて社会の進

化に貢献する」という理念のもと、官公庁と民間企業の共創を支援する「公民共創事業」、イノベーションをテ

ーマに情報ポータルサービスを提供する「グローバルイノベーション事業」、メディアを通じて成長企業のブラ

ンディング・マーケティング支援を行う「メディアPR事業」の３つの事業を展開しております。

当社を取り巻く環境としては、従来より国が推し進めている地方自治体のデジタルトランスフォーメーション

（DX）や民間企業のオープンイノベーションの推進の動きは、引き続き事業の追い風となっております。特に公

民共創事業、グローバルイノベーション事業においては業容拡大の機会と捉え、積極的な事業推進・商品開発に

努めてまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの事業は順調に拡大を続け、売上高は289,350千

円、営業利益は48,863千円、経常利益は57,264千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は40,946千円となりま

した。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

（公民共創事業）

公民共創事業では、自治体向けのマーケティング支援サービスを一気通貫で提供しております。特に主力サ

ービスの一つである雑誌『自治体通信』は、営業組織の強化を図ったことにより新規獲得が増加した結果、売

上高が伸張いたしました。また自治体のリード獲得を支援する「テレマーケティングサービス」では新規受注

が堅調に推移するとともに、コスト面においては2018年12月より包括連携協定を締結している高知県香南市に

2023年４月に高知オフィスを開設し、架電業務の内製化による収益力向上のための布石を打ちました。更に

「BtoGプラットフォームサービス」も、顧客単価が上昇したことで、売上高の拡大に貢献いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は128,844千円、セグメント利益は44,231千円となり

ました。

（グローバルイノベーション事業）

グローバルイノベーション事業では、主力サービスである成長産業に特化した情報ポータルサイト「BLITZ

Portal」（ブリッツポータル）において、海外データパートナーとのAPI連携などの機能拡充を行ったことで、

契約アカウント数が堅調に推移いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は77,439千円、セグメント利益は23,517千円となりま

した。

　



― 3 ―

（メディアPR事業）

メディアPR事業の主力サービスは、創業事業であるベンチャー業界メディアの『ベンチャー通信』と成長が

期待されるベンチャー企業100社を紹介する有料会員制サービス「ベストベンチャー100」、採用オウンドメデ

ィアの制作を支援する「HIKOMA CLOUD」であります。特に「ベストベンチャー100」については、成長企業の

PR・採用需要を着実に取り込み、売上高は底堅く推移いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は83,066千円、セグメント利益は54,994千円となりま

した。

(2) 財政状態の状況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は1,097,351千円となり、前連結会計年度末に比べ17,067千円増

加いたしました。これは主に売掛金が52,363千円減少した一方、現金及び預金が61,209千円、仕掛品が2,167千円

増加したことによるものであります。固定資産は569,546千円となり、前連結会計年度末に比べ36,702千円増加い

たしました。これは主に投資有価証券が36,737千円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は、1,666,897千円となり、前連結会計年度末に比べ53,770千円増加いたしました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は403,103千円となり、前連結会計年度末に比べ33,711千円減少

いたしました。これは主に未払金が25,738千円、賞与引当金が15,467千円減少したことによるものであります。

固定負債は4,731千円となり、前連結会計年度末に比べ2,680千円増加いたしました。これは主に本社オフィスの

複合機入れ替えに伴うリース債務の計上によるものであります。

この結果、負債合計は、407,834千円となり、前連結会計年度末に比べ31,031千円減少いたしました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は1,259,062千円となり、前連結会計年度末に比べ84,801千円

増加いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益40,946千円を計上したことにより利益剰余金

が増加したこと、並びに為替換算調整勘定が7,135千円、非支配株主持分が35,998千円増加したことによるもので

あります。

この結果、自己資本比率は37.3％（前連結会計年度末は35.5 ％）となりました。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第１四半期連結累計期間において、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者に

よる財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮

定の記載について重要な変更はありません。

(4) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000

計 100,000

（注）2023年10月16日開催の取締役会決議により、2023年11月２日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株

式総数は、6,300,000株増加し、6,400,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月20日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,000 1,600,000 非上場

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式でありま
す。
単元株式数は100株であ
ります。

計 16,000 1,600,000 ― ―

（注）１．2023年10月16日開催の取締役会決議により、2023年11月２日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行っております。これにより発行済株式総数は1,584,000株増加し、1,600,000株となっております。

２．2023年11月17日開催の臨時株主総会決議により、同日付で１単元を100株とする単元株制度を採用しておりま

す。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年４月１日～
2023年６月30日

― 16,000 ― 8,000 ― ―

（注）2023年10月16日開催の取締役会決議により、2023年11月２日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を

行っております。これにより発行済株式総数は1,584,000株増加し、1,600,000株となっております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 16,000 16,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 16,000 ― ―

総株主の議決権 ― 16,000 ―

（注）2023年10月16日開催の取締役会決議により、2023年11月２日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を

行うとともに、2023年11月17日開催の臨時株主総会決議により、同日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式(その他)の株式数は普通株式1,600,000株、

議決権の数は16,000個、発行済株式総数の株式数は1,600,000株、総株主の議決権の議決権の数は16,000個とな

っております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期連結会計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)及び第１四半期連結累計

期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人に

よる四半期レビューを受けております。

３ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 880,085 941,295

売掛金 162,162 109,798

仕掛品 4,475 6,643

貯蔵品 54 59

その他 36,074 41,755

貸倒引当金 △2,568 △2,200

流動資産合計 1,080,283 1,097,351

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 11,449 11,449

工具、器具及び備品 4,785 4,785

リース資産 － 3,027

減価償却累計額 △8,532 △8,830

有形固定資産合計 7,702 10,431

無形固定資産

ソフトウエア 22,229 25,275

ソフトウエア仮勘定 5,858 －

無形固定資産合計 28,088 25,275

投資その他資産

投資有価証券 417,577 454,315

関係会社株式 6,882 6,801

繰延税金資産 65,013 65,013

その他 8,499 8,629

貸倒引当金 △921 △921

投資その他の資産合計 497,053 533,839

固定資産合計 532,843 569,546

資産合計 1,613,127 1,666,897
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 31,065 20,757

未払金 95,033 69,295

未払法人税等 9,582 19,334

前受収益 248,872 244,881

賞与引当金 32,352 16,884

その他 19,908 31,950

流動負債合計 436,815 403,103

固定負債

資産除去債務 2,051 2,060

その他 － 2,670

固定負債合計 2,051 4,731

負債合計 438,866 407,834

純資産の部

株主資本

資本金 8,000 8,000

利益剰余金 546,855 587,801

株主資本合計 554,855 595,801

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,048 3,770

為替換算調整勘定 15,113 22,248

その他の包括利益累計額合計 18,162 26,018

非支配株主持分 601,244 637,242

純資産合計 1,174,261 1,259,062

負債純資産合計 1,613,127 1,666,897
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

売上高 289,350

売上原価 62,171

売上総利益 227,179

販売費及び一般管理費 178,315

営業利益 48,863

営業外収益

受取利息 12

投資事業組合運用益 15,574

その他 4

営業外収益合計 15,592

営業外費用

支払利息 2

投資事業組合運用損 6,437

持分法による投資損失 81

為替差損 671

営業外費用合計 7,192

経常利益 57,264

税金等調整前四半期純利益 57,264

法人税、住民税及び事業税 15,689

四半期純利益 41,574

非支配株主に帰属する四半期純利益 627

親会社株主に帰属する四半期純利益 40,946
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

四半期純利益 41,574

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 36,091

為替換算調整勘定 7,135

その他の包括利益合計 43,227

四半期包括利益 84,801

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 48,803

非支配株主に係る四半期包括利益 35,998
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(追加情報)

（連結子会社の解散及び清算決議）

当社は、2022年12月21日の取締役会において、当社の連結子会社であるIshin SG Pte. Ltd.を解散及び清算す

ることを決議し、2023年９月４日に清算結了いたしました。

１．解散及び清算の理由

Ishin SG Pte. Ltd.は、2012年にアジア地域での事業展開を目的として設立し、日本企業の海外進出を支援

するメディア「ヤッパン号」の運営などを行ってまいりましたが、経営の効率化の観点から現在はほぼ全ての

事業をイシン株式会社へ譲渡しており、現地法人としての役割を終えたことから同社の解散及び清算を決議い

たしました。

２．解散する連結子会社の概要

（１）名称 Ishin SG Pte. Ltd.

（２）所在地 18 Robinson Road, #20-02 18 Robinson, Singapore 048547

（３）役員 Director 丸山 広大

Director 松浦 道生

Director Yukie Yoshida

（４）事業内容 アジアを中心とする海外スタートアップエコシステムの調査、協業支援

（５）資本金 730,000 SGD

（６）大株主及び持株比率 イシン株式会社100％

３．解散及び清算の日程

2023年９月４日に現地の登記簿から抹消され清算結了いたしました。

４．連結業績への影響

本解散及び清算により2024年３月期において子会社清算益3,330千円を計上しております。

５．当該清算による営業活動等への影響

当該連結子会社の清算に伴う営業活動等への影響は軽微であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであり

ます。

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

減価償却費 3,266千円

(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結

会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)２公民共創

グローバルイ

ノベーション
メディアPR 計

売上高

一時点で移転される財
　又はサービス

96,109 1,256 6,533 103,899 － 103,899

一定期間にわたり移転される財
　又はサービス

32,735 76,183 76,532 185,450 － 185,450

顧客との契約から生じる収益 128,844 77,439 83,066 289,350 － 289,350

外部顧客への売上高 128,844 77,439 83,066 289,350 － 289,350

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 128,844 77,439 83,066 289,350 － 289,350

セグメント利益 44,231 23,517 54,994 122,743 △73,879 48,863

(注)１．セグメント利益の調整額△73,879千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない本社部門で生じた一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

　１株当たり四半期純利益 25円59銭

(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 40,946

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益(千円)

40,946

　普通株式の期中平均株式数(株) 1,600,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、2023年11月２日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。当

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定してお

ります。
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(重要な後発事象)

（新株予約権の発行）

　当社は、2023年８月29日開催の臨時株主総会及び同日取締役会において、中長期的な当社の業績拡大及び

企業価値の増大を目指すにあたり、より一層意欲及び士気を向上させ、当社の結束力をさらに高めることを

目的に、ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議いたしました。

１．新株予約権の付与日

2023年８月30日

２．付与対象者の区分及び人数

当社取締役 １名、当社使用人 ２名

３．新株予約権の発行数

61個

４．新株予約権の目的となる株式の種類及び数付与対象者の区分及び人数

当社普通株式6,100株（新株予約権１個につき100株）

５．新株予約権の行使時の払込金額

１株につき1,058円

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 ：１株につき1,058円

資本組入額：１株につき 529円

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格の総額及び資本組入額の総額

発行価格の総額 ：6,453,800円

資本組入額の総額：3,226,900円

８．新株予約権の行使期間

2025年８月30日から2033年８月29日まで

９．新株予約権の行使の条件

①新株予約権発行時において当社従業員及び当社子会社従業員であった者は、新株予約権の行使時に

おいて、当社又は当社子会社の取締役又は監査役若しくは従業員の地位にあることを要す。ただ

し、従業員の地位を有していた者が定年退職した場合にはこの限りではない

②新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

10．譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

（株式分割及び単元株制度の採用）

　当社は、2023年10月16日開催の取締役会決議に基づき、2023年11月２日をもって株式分割を行っておりま

す。また、2023年11月17日開催の臨時株主総会の決議に基づき、同日付けで定款の一部を変更し単元株制度

を採用しております。

１．株式分割及び単元株制度の採用の目的

　当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単

元を100株とする単元株制度を採用いたしました。
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２．株式分割の概要

（１）分割方法

2023年11月１日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式を、普通株式

１株につき100株の割合をもって分割しております。

（２）分割により増加する株式

①株式分割前の発行済株式総数 16,000株

②今回の分割により増加する株式数 1,584,000株

③株式分割後の発行済株式総数 1,600,000株

④株式分割後の発行可能株式総数 6,400,000株

（３）分割の日程

①基準日公告日 2023年10月17日

②基準日 2023年11月１日

③効力発生日 2023年11月２日

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたものと仮定して算出し

ておりますが、これによる影響については、当該箇所に記載しております。

３．その他

（１）資本金額の変更

今回の株式分割に際しまして、資本金の額の変更はありません。

（２）新株予約権の行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たりの行使価額を2023年11月２日以降、

以下のとおり調整いたします。

新株予約権の名称 調整前権利行使価額 調整後権利行使価額

第１回新株予約権 16,000円 160円

第２回新株予約権 97,087円 971円

第３回新株予約権 100,453円 1,005円

第４回新株予約権 105,727円 1,058円

４．単元株制度の採用

　単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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